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権を倒 した国、民衆と知的エリー トが体制側に変革を約束 させた国、 トップが批判勢力を押 さ
えることに成功 した国、従来型の手続きで トップを交代 させて収まった国など様々であ り、そ
の結果は、中間層の在 り方と関係 しているように思われる1。また、これ らいずれの形で危機
を乗 り切った際にも政府改革のキーワー ドの1っ が地方分権であったことに注 目したい。 ここ








地方分権の概念は、地域的な 「政権」によって中央政府 とは異なった政治的主張が行われ る
ことを容認する制度である。地方に裁量を与える政府制度は、近代の大規模;国家の発生 ととも
に始まったのであるが、 どの国においても地方に大きな権力を与えることは、単に法制度 とし
ての地方政府に権限を与えるとい うのではなく、政府を構成する主流民族 ・宗教とは別の民族 ・
宗教に権力を与えるとい うことでもあるので、中央政府から見れば危険なことであり得 る。そ
れゆえ、近代国家では集権的な制度の枠組みがまず必要と考えられてきた。西欧諸国の場合は












本稿で とりあげるアジア諸国とは、イン ドネシア、タイ、フィリピン3国 が中心であるが、
韓国、マ レーシアにも言及 し、特に日本との比較を試みるつもりである。 とい うよりも、 日本
の 「分権 と開発」に関する日本人の理解をアジア諸国との比較で検証することにウエイ トをお
きながらアジア諸国の分権も理解 したいとい うのが本稿の目的である。経済発展あるいは開発



























党が政権を奪 うことによって民主化はほぼ完成 した。これ ら二国の民主化は、日本の民主化 よ
りも時代的には遅れるが、自前の要素が多いことは注 目されてよい。いずれにせよ、韓国、台




したが、民主化の仕組みが社会に埋め込まれているとい うわけではない。 この部分を補 うため
に分権に期待が集まるとい う印象がある。 さて、これ らの国でどれだけの分権の現実が生 じう
るか。
タイでは、91年 の軍部クーデター以降、市民社会へ向か う運動が勢いを得て97年 憲法が制
定され、議院内閣制の下で改:革が進んでいる。タイでも分権のアイディアは、いつまで遡 りう
るかは別にして、少なくとも80年 代から90年 代の前半を通 じて、インテリの主張になってい







法制度は機能しているし、その政治システムには民主主義の規範が定着 している。 しか し、こ
の国は、国家財政は弱く、「近代国家」のもつ力強さに欠ける。 この国では、「富国強兵」のナ
ショナリズムは国民的に共有 されていない し、民主主義の手続きの部品はもろい。それでもマ
ル コスの退陣 とアキノ大統領就任以降、民主化の舟 を出発 させ ることができた。竹 中治堅
(2002)の い う民主途上体制が成立 したのである3。注 目すべきことは、法制度が高い比率で
ワークしているように見えることである。政治的企業家も時々に生まれる。フィリピンではア
キノ政権誕生以降、す ぐに地方分権が唱道 され1991年 にかな り思い切った分権化に向けて新
しい地方 自治法の制定が行われた。1994年 以後、地方 自治法は、何度も修正 された。すでに
地方 自治法を持っフィリピンにおいては、97年 危機は、保健行政の分権化 を再調整するなど、
リソースの再配分の転機 となっている4。
インドネシアでも、地方分権は、97年 にいたるまでの発展の中でも、ガバナンスの改善の
ための望ましい改革の1つ として提案 されていたように思われる。 しか し、現実には、イン ド
ネシアでは1974年 第5号 法はむしろ中央地方関係 を確定 した法律であった。 さらに、政治的
には、ゴルカルを介 して、中央は地方を支配 していた。変化は、90年 代半ば以降に生 じる。
この頃に地方議会の実質化 とか地方分権が民主化の一環 として意識されるようになっていた。
グローバ リゼーションが、途上国を巻き込んで行われ、こうした地域も国家の壁を低くすると
い う前提で、世界銀行のガバナンス研究では、地方分権は途上国の政府改革の 目玉 とされはじ
めた。 この頃からこのような背景の中で、地域が当事者意識を持たねば競争に勝てない と指摘
する論文の出版が多 くなった。イン ドネシアでも97年 危機が生じた とき、スハル ト以後にお
ける3代 の大統領の下で、実質的な地方分権を求める法律が制定されたのである。
さて、ここでこれらの国にとって、地方分権 とは何であるのか。一 口で言えば、政治学にお
いては、開発独裁 といわれたマル コスやスハル ト体制が再び生まれないようにとい う願いを地






4持 田信樹 「第5章5-2財 政システムと日本の経験」(JICA国 総研 『地方行政と地方分権』、2002)
関連して述べるなら、タイにおける分権化への波は4度 あったのではないかと思われる。以下、永井
史男に負 うのであるが、第一は、1932年 立憲革命(絶 対王政から立憲君主制に移行)で 、このときに国
政選挙が行われた り、テーサバーンを1935年 に設置 して一部で地方議会選挙を行った。二つめの波は、
1950年 代前半期で、県自治体(PAO)、 スカービバーン(衛 生区)、 タムボン自治体などを設置した時
点である。そ して三つめは、1973年 から1976年 の時期(軍 事政権の間の民主化の時期)で 、このとき、





効率を考えるとき、中央ではモラルハザー ドが生 じやすい。これに対 して、分権的なシステム










スの効率的な配分(開 発 と経済発展)に も有益 とされていたように思われる。地方自治は、種々
の政治的機能だけでなく経済発展にも関係づけられていたのである。特に、戦後の経済成長下
の地域開発は日本の地方制度と密接に関係 している。政治秩序と経済効率への地方 自治の貢献
について 日本が どのような経験をしたのかを振 り返ってみたい。
3.日 本における政策秩序の形成と地方分権





んどないように思われる。地方分権 と経済が 日本で論 じられるのは1950年 代か らではないか。
その議論にいたる前に、「近代化と地方自治」の全体を瞥見 しておきたい。
明治以降、近代国家 としての秩序形成に 日本は一応成功 したが、1930年 代には軍事政権に
よって挫折 し、太平洋戦争の後占領改革を経て新しい憲法の下で今 日の政治システムが成立 し
た。この100年 の歴史の中で、竹中治堅がいうように民主化の挫折があったといわざるをえな
い。竹中は、明治以降の戦前の分析(1919-1937)の ために、民主化途上とい う概念を作 り







るエ リー トの中に、1930年 代の政治の中で民主主義の信念を揺るがす行動が現れた。外交や
経済の問題 もあるが、今から考えると、1930年 、政友会が政権奪取を目的のため、ロン ドン
条約批准に際して、非選出部分である枢密院をして政権を批判させたことは大きな政治的失敗
ではなかったか。 この行為は若槻内閣下において行われた枢密院による金融恐慌打開のための













と指摘 してきた。この時期に、公選の長 と議会を持つ構想は進歩的であった。 しかし、山県は、
元老院における一部の論者など明治体制を強く固いものにしたいと考える反対を押 し切って実
施 した7。 山県の狙いは、自由民権など理想論に傾 く地方有力層に彼 らの自己統治 をある程度
認めるならば彼等を体制の一部 とすることができ、その結果、中央の政局が不安定化する時で
も、地方が中央の政局の影響を受けないですむようにすることにあった。これは、この地方有
力層を地方公職者に任命することによって取 り込もうとしたものであり、スハル トのイン ドネ






6宮 崎隆次 「戦前 日本の政治発展と連合政治」(篠 原一編 『連合政治』1岩 波書店1984)
7橋 川文三 『近代 目本政治思想の諸相』(未 来社、1968)
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た。これを上述のように民主化途上のプロセス と見るわけである。 しかし、1930年 代になる
と、政治制度は軍部支配の拡大 とともに、急転直下、町内会の法制化(昭 和18年)に 見られ
るような中央集権に向った。戦争の末期には、戦争遂行のために全国を9ブ ロックに編成した
行政体制(昭 和19年)が とられた。 こうして地方 レベルの民主化途上も挫折したのである。
地方から中央に抵抗する動きは見られない。 この時期迄に明治指導層の集権化とナショナ リズ
ムの鼓舞は成功 していたのである。 これを地方の実態から見てみ よう。雨宮昭一は、最新作
『総力戦体制 と地域自治』において、1930-45年 の間と、45年 以降の数年の時期における茨城
県とその市町村 レベルについて現在の衆議院第3区 の地域に限定 されてはいるが、丹念な調査
をしている8。




を否定 し、総力体制を支持 していくということの指摘である。この指摘から、 日本の経済は十
分に中間層 を発展させていなかったが、小作層が政治参加を拡大していたこと(自 由主義的契
機)を 知ることができる。第2に 、市町村 レベルの活動には、政治に純化されない地域の人の
生活があ り、これが地域の自治を支えるとい うことである。 この第2の 地域の生活が経済の進
展とともに、地主一小作関係、産業組合の規模;の拡大、消防団の整備、繭の産業の発達といっ
たように多面化 していたことが、第1に い う"自 由主義の契機"の 土台となった。地域の政治
生活は多元化され、村の公共政策においてもまたある時点までは恐慌や災害復興のための農村
更生運動に力点がおかれたのである。しか し、国の政治が 日中戦争へのコミッ トメン トを深 く
するとともに、村の政治は、生産の発展や生活の多様化や合理化 よりも、戦時体制を支える組
織になるのである。村の政治も緊張する。調査対象の村では政治秩序は、政友会の村長、民政













名を含む2名 が戦後最初の村会議員選挙に共産党の名の下に当選 し、残 り13名 の無所属 も圧
倒的に自小作層が多かった(地 主は1名)。 この体制で、戦後の重要な政治課題である農地改
革が遂行 された。既成勢力の政友会は一時後退 し、他の二本柱である民政党改造派と無産派は
生き残って戦後の担い手 となったのである。これ ら新 しい政治的指導層の影響力は、戦前にお
ける読書会、青年運動の実績を基礎にしていた。
(2)戦 後 の政 治的離 陸 と経済
戦前 日本はもちろんのこと、そしておそらくは1950年 代半ばまでの戦後 日本 も、経済的に
途上国であったと言 うべきであろう。戦前日本の経済の頂点は、GDPで 見れば1937年 にある
が(実 質 国民総支出を個人消費支出総額でみると1936年 が110億 円、37年115億 円、38年114
億円、39年108億 円と下降しその後は1950年 まで最低のラインであるが、1952年 に129億 円、
1955年 に159億 円になる。1936年 のGDPに 到達するのは、だいたい1952年 である)9、 明治以
来、1937-1952の15年 間を除くと、 日本の経済発展は、ほぼ右肩上がりであった。この1936
年 レベルの 日本経済が、「離陸」 と言えるものであったのかどうか。仮に言えるとしても、そ






これを支 える政治秩序もす ぐに安定 したように思われる。1951年 に 日本は主権を回復 した後、
9『 数字でみる日本の100年 』(国 勢社、2000年)中 村隆英 『昭和史』(東 洋経済新報社、1993)
10『 昭和国勢総覧』(東 洋経済新報社、1985)。 また、中村隆英 『昭和史』(東洋経済新報社、1993)
11竹 中治堅 『民主化途上の挫折』(東 京大学出版会、2002)
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1955年 には、社会党の統一に対抗する保守合同によって 自民党を組織 した。 自民党の結成に
よる政治的安定は、経済界の強い要請でもあった12。「かな り強い野党」 と自民党による1ヶ
1/2政 党政治は、その後41年 間続 くことになった。要するに日本の政治は、戦後、比較的に
早く安定 し、それが継続 した。継続 した理由としては、 自民党の柔軟性が一つにはある。 しか
し、社会党も適当に強力な政党として国民の支持を維持 しっづけた。さらに、地方自治論を見
ると、大きな政策転換を迫 られていた1970年 代前後、地方 自治体における革新勢力の権力奪
取が、福祉政策と公害問題へのシフ トを可能にしたことを重視すべきである。大都市圏住民は、
国政で自民党を自治体選挙で革新支援の知事 を支持 した。1970年 前後の都市住民は、地方首

























13村 上 泰 亮 『新 中 間 大 衆 の 時代 』(中 央 公 論 社 、1983)






れ るまで維持される傾向があるとい う。民衆の批判を通 じて、体制に改革 ・改良が行われると
いう展開を引きおこす手続きがビル トインされていないからである。・そのために権力者が加齢
す るとともに、経済活動の先行きは不透明になる。途上国において政治 と政策の改良は生 じに
くい。国民の批判精神の弱いことや政府活動の透明度が低 くて、問題発見が容易でないことが




15山 影進は、スハル ト体制の崩壊を見ながら、筆者の問いと同じ問いを 「長期政権は、なぜ体制の不安
定を高めやすいのだろ うか」と表現しながら解答を見出そ うとしている 〔「安定性神話の克服に向けて」










と表現した 〔ベネディクト・アンダーソン 『想像の共同体』(白 石隆 ・白石さや訳、NTT出 版、1997)〕 。
しかし、スカルノとスハル トの体制は、実態としては、権威主義的なシステムであり、上記のような無
理を重ねてやっと長期に権力を維持できたものである。そして、97年 の経済危機において体制の崩壊は、













の正統性 を保証する役割を持つ。市民社会論は、しかし、ここに山影を紹介することを通 じて示 した方





とい う側面に注 目が集まる。 日本の戦後政治経済において、地方自治が積極的な意思形式と中






(3)地 域開発 と地方 自治
戦後 日本の地方政府は、多くの制度的拘束 を排除 し、憲法的な規定によって自治を獲得す る









要な役割 とさせることとなった。地方政府 を 「計画的に」巻き込む地域開発が 「上からの近代
化」を押 し進めた戦前よりも、戦後に積極的に展開されたことに注目したい。地方が地域開発
政策の実施の中で、どの程度 どの意味で自治的であったかはあいまいである。
政治学界では、「追いつき型近代化」に ともな う中央監督をできるだけ排除 しよ うとい う
「純粋地方 自治論」が有力であったが17近代化推進の主役 として 自負 していた官僚集団は、 こ
の種の地方 自治論に対 してほとんど考慮す ることなく、経済発展のインフラ整備戦略を、府県




中央地方関係であると説かれる。 しか し、これに対 しては3点 の留保が必要である。
16大 原光憲、横山桂次 『産業社会と政治過程:京 葉工業地帯』(日 本評論社、1965)
17そ れは、開発主義の経済に注意を払わない啓蒙的な地方自治論であった。 日本の開発主義が 「上から
のキャッチアップ」の形態をとったので、純粋地方 自治論者は、目本経済の発展に関する経済戦略を拒
否することによって批判した。それは、高速道路を産業道路 として消極的に評価 し、生活道路を主張す





き型近代化は、国民も参加 した政治過程である。地域社会では、支配は旧エリー ト層から新 し
い政権グループに移っていった。














戦後の経済発展政策が18、戦前 とは異な り地方を広範に動員 しているのはなぜなのか。筆者
は、戦後の発展は目指す経済規模が大きく、その開発は戦前に比べていっそ う深 く地方を巻き
















満鉄などの中央政府 と密接に関係 を持った諸組織があったのに対 して、戦後は都道府県が加わっ
た。戦前の開発は一部の地域や、「我田引鉄」の利益誘導のための格好の材料となる事業が目立
っくらいで比較的に限定されていた。江澤譲爾 『国土計画の基礎知識』によれば、開発計画は、
せいぜい昭和14年 の 「工業地方分散計画等」に見られるくらいであるが、この計画も 「国防経
済」を主眼としていた19。しかし、戦後の大規模経済の展開等では、都道府県の諸部局は、中央
政府省庁の代理人 として機能することとなった。上記のような中央による国土開発計画を受け
て都道府県でも総合開発計画が10年 か15年 ごとに改訂されて今 日に至っている。府県には膨大
な業務が委ねられた。地方行政にははじめて独 自の開発促進能力が求められた20。戦前と比べる
と、府県議会も主役ではないが、準主役 として開発過程に巻き込まれる。特に中央政治家 との














らの国では、中央政府が開発を自ら実行 し、地方 自治は開発 と切 り離すとい う選択がなされて
いる。戦後の日本では、大規模経済の受け皿 となる地域を必要 としていた。そこで道府県に対
してインフラ整備への協力を求めると同時に、協力 した府県に分け前を与える仕組みを作った。

























いる。世界銀行やIMFも 国と州 を飛び越 して一挙に地域を世界市場に結びつけるような発展








政府 による開発主義に基づいた地方戦略がnegligibleと も断言できないが、戦後 日本の府県を
21玉 田芳史 「開発事業における中央集権 と地方分権」(村 松岐夫編 『途上国の地方分権と開発』平成13
年3,月 、科学研究費成果報告書、課題番号11552001)も タイの開発事業が中央官庁の仕事であること
を指摘 している。タイについては次のような趣旨の説明を永井史男(本 書第6章 執筆)か ら受けたこと
がある。タイでも80年 代に入ってから、中部タイ、北部タイ、南部タイ、東北タイのいくつかに経済発
展拠点都市を作 り、そこに中央から直接投資を行 うとい う。しかし、この計画は、経済の大規模化を計
画するとい うよりもバンコクに一極集中する人口を地方にも分散させ、中央 ・地方の所得格差をなくそ
うとい う点に重点があった。






験があるが、概 して集権システムで統治されてきた。スハル ト時代の1974年 第5号 法は、そ
の当時の集権システムを確認 しようとするものであった。 しかし、スハル ト以降、ハビビ時代
において他の多くの公約とともに地方自治拡大が行われ、これがワヒ ド政権でもメガワティ政














展によって成長 した中間層は、これ らの3国 においても、他のアジアの国々でも民主化の政治
過程を動かしてい く大きな要因になっていったであろう。その模;索の政治過程の中で、97-
98年 の経済危機が生じた。そしていくつかの国でそれは政治的危機 とな り、イン ドネシアの
場合、スハル ト体制が崩壊 した。「体制」の崩壊にいたらない国々でも、既存の体制は弱体化
し、多くの途上国でいっそ うの民主化に向けてシステムの転換が始まったと言ってよいように
思われる。民主化途上の再出発である。 しか し、その再生は再びODAに 依存するところが大
きい。この過程が成功するのかどうかは、90年 代の政治経済危機にともな う混乱の程度、政
治的再出発の順調 さ、経済回復の能率にかかっている。 こうした緊張の中で地方分権は97年
23州 制度の議論では、開発を制度に織り込もうとする企図は感 じられる。州制度をどう扱 うかは、アチェ
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第7章 アジア諸国の政治秩序の形成 と地方分権(村 松)
村 松 岐 夫 ・恒 川 惠 一 編 『日本 の政 治 経 済 とア ジ ア 諸 国 』 下 巻 「政 治 経 済 篇 」(国 際 日本 文 化 研 究 セ ン タ ー 、
2003)
村 松 岐 夫 編 『途 上 国 の 地 方 分 権 と開発 』(平 成13年3月 、科 学 研 究 費 成 果 報 告書 、課 題 番 号11552001)




SeymourM.Lipset,PoliticalMan,Doubleday,1960邦訳 内 山 秀 夫 訳 『政 治 の な か の 人 間 』(東 京 創 元
新 社 、1963)
173
